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１．事業概要

－１－

※） 滋賀農政事務所は、平成２３年９月に近畿
農政局大津地域センターへ再編された

大津地方合同庁舎と整備前の各入居官署庁舎の位置図大津地方合同庁舎の整備状況（敷地南東より）

（１）施設概要
①施設名称 ：大津地方合同庁舎
②建設場所 ：滋賀県大津市京町３－１－１
③敷地面積 ：４，８０１㎡ （建ぺい率：６２．９％）
④構造・規模：鉄筋コンクリート造 地上10階地下1階
⑤延床面積 ：２２，３１１㎡ （容積率：３７６．２％）
⑥工期 ：平成２１年９月から平成２３年１０月
⑦総工事費 ：約６３．１億円

（ＰＦＩ事業として整備 事業期間：Ｈ２１．３～Ｈ３４．３）

⑧入居官署 ： 滋賀行政評価事務所
自衛隊滋賀地方協力本部
大津地方検察庁
大津地方法務局
大阪入国管理局大津出張所
大津保護観察所
大津財務事務所
大津税務署
近畿農政局大津地域センター （計９官署）

1km



【耐震安全性の確保】

• 大規模地震時の施設利用者の安全・
安心を確保する

【行政サービス低下の改善】

• 老朽、狭あいにより利用者の利便性、
業務効率の増進を図る

【国有財産の有効活用】

• 大津市内に分散している官署を集約・
立体化することで国有財産の有効活
用を図る

１．事業概要

－２－

（２）事業目的

入居官署配置立面図

入居官署配置平面図（７階）

⑨ 施設構成



大阪法務局大津地方法務局 大阪入国管理局大津出張所 近畿地方保護観察所大津保護観察所

１９７０年度完成（築４１年） 民借（滋賀ビル） １９７０年度完成（築４１年）

施設の不備（耐震性能不足）・老朽 借用返還（民借）・施設の不備（駐車場不足） 施設の不備（耐震性能不足）・老朽・狭あい

滋賀行政評価事務所 自衛隊滋賀地方協力本部 大津地方検察庁

１９６６年度完成（築４５年） １９６６年度完成（築４５年） １９７０年度完成（築４１年）

施設の不備（耐震性能不足）・老朽 老朽・狭あい 施設の不備（耐震性能不足）・老朽・狭あい

（３）入居官署の旧庁舎の状況

１．事業概要

築年数は２０１１年１０月１日現在の状況

劣化状況
（外壁はく離）

劣化状況
（外壁はく離）

劣化状況
（外壁はく離）

狭あい状況
（事務室）

－３－



滋賀農政事務所（御幸町庁舎）

１９６０年度完成（築５１年）

分散

大津財務事務所 大津税務署 滋賀農政事務所（打出浜庁舎）

１９６６年度完成（築４５年） １９５９年度完成（築５２年） １９６６年度完成（築４５年）

施設の不備（耐震性能不足）・老朽 施設の不備（耐震性能不足）・老朽・狭あい・分散 施設の不備（耐震性能不足）・老朽・狭あい・分散

（３）入居官署の旧庁舎の状況

１．事業概要

築年数は平成２０１１年１０月１日現在の状況

劣化状況
（タイルはく落）

劣化状況
（外壁ｸﾗｯｸ）

劣化状況
（玄関庇雨溜）

－４－



（１）評価方法について

２．事業効果等の確認・分析

新規事業採択時評価と同様に
「老朽」、「狭あい」、「借用返還」
などの項目の評点を算出し、評
価する。

同等の性能を確保出来る他の
案との経済比較等を行い、評
価する。

事業案によって整備される官庁施設
の機能を、
「業務を行うための基本機能（Ｂ１）」と
「施策に基づく付加機能（Ｂ２）」
の２つから評価する。

①事業計画の必要性

②事業計画の合理性

③事業計画の効果

「位置」「規模」「構造」
の３つの視点から算出
を行い、評価する。

環境対策やユニバーサ
ルデザインなど、官庁
営繕事業の施策に基づ
く機能について、チェッ
クリストに基づいて評価
を行い、発現状況を検
証する。

Ｂ２

Ｂ１

１００点以上

１００点

１００点以上

要件

要件

要件

整備内容か
ら発現状況

を検証

－５－



①事業計画の必要性
「事業計画の必要性に関する評価指標」に基づき評価を行う。

２．事業効果等の確認・分析

□事業計画の必要性に関する評価指標（建替等の場合）
１．計画理由が２以上の時は、主要素と従要素に区分し、主要素についての評点に従要素それぞれについての評点の10％を加えた点数を事業計画の必要性の評点とする。
２．合同庁舎計画、特定国有財産整備計画に基づくものには、１．で算出した事業計画の必要性の評点にそれぞれ10点を加算したものを事業計画の必要性の評点とする。

●建替等の場合

計画理由 内容 評点 １００ ９０ ８０ ７０ ６０ ５０ ４０ 備 考

老朽

施設の老朽（現存率） ５０％以下 ６０％以下 ７０％以下 ８０％以下
災害危険地域又は気象条件の極
めて過酷な場所にある場合、10点
加算する。構造耐力の著しい低下

経年、被災等により構造耐
力が著しく低下し、非常に危
険な状態にあるもの

狭あい 庁舎面積（面積率） ０．５以下 ０．５５以下 ０．６０以下 ０．６５以下 ０．７０以下 ０．７５以下 ０．８０以下

敷地等の関係で増築が不可能な
場合にのみ、新営の主理由として
取り上げる。

借用返還

立退要求がある場合
借用期限が切れ即刻立退が
必要なもの

期限付き立退要求のもの
なるべく速やかに返還すべ
きもの

返還すべき場合、関係団
体より借り上げの場合又は
借料が高額の場合

緊急に返還すべきもの
なるべく速やかに返還すべ
きもの

分散 事務能率低下、連絡困難

２ヶ所以上に分散、相互距
離が１km以上で（同一敷地
外）、業務上著しく支障があ
るもの

２ヶ所以上に分散、相互距
離が300m以上で（同一敷地
外）、業務上非常に支障が
あるもの

同一敷地内に分散、業務上
支障があるもの

相互距離は、通常利用する道路の
延長とする。

都市計画の関係

街路、公園及び区画整理
等都市計画事業施行地

周囲が区画整理等施行済み
で当該施行分だけが残って
いるもの

区画整理等施行中で早く立
退かないと妨害となるもの

区画整理等が事業決定済で
あるもの（年度別決定済）

区画整理等が計画決定済で
あるもの

シビックコア計画に基づくもののう
ち、シビックコア内の当該施行分を
除く施設、関連都市整備事業等全
てが整備済のものは7点、全てが
整備済または建設中のものは4点
を加算する。

地域性上の不適

都市計画的にみて地域性上
著しい障害のあるもの、又は
防火地域若しくは準防火地
域にある木造建築物で延焼
の可能性が著しく高いもの

都市計画的にみて地域性上
障害のあるもの、又は防火
地域若しくは準防火地域に
ある木造建築物で延焼の可
能性が高いもの

都市計画的にみて地域性上
好ましくないもの、又は防火
地域若しくは準防火地域に
ある木造建築物で延焼のお
それがあるもの

立地条件の不良

位置の不適

位置が不適当で業務上非常
な支障を来しているもの又
は公衆に非常に不便を及ぼ
しているもの

位置が不適当で業務上支障
を来しているもの又は公衆
に不便を及ぼしているもの

位置が不適当で業務上又は
環境上好ましくないもの

地盤の不良

地盤沈下、低湿地又は排水
不良等で維持管理が不可能
に近いもの

地盤沈下、低湿地又は排水
不良等で維持管理が著しく
困難なもの

地盤沈下、低湿地又は排水
不良等で維持管理が困難な
もの

地盤沈下、低湿地又は排水
不良等で維持管理上好まし
くないもの

施設の不備 必要施設の不備
施設が不備のため業務の遂
行が著しく困難なもの

施設が不備のため業務の遂
行が困難なもの

施設が不備のため業務の遂
行に支障を来しているもの

施設が不備のため業務上好
ましくないもの又は来庁者の
利用上著しく支障があるもの

敷地等の関係で増築が不可能な
場合にのみ、新営の主理由として
取り上げる。

衛生条件の不良 採光、換気不良
法令による基準よりはるか
に低いもの

法令による基準より相当低
いもの

法令による基準以下である
もの

新営の主理由として取り上げない。

法令等 法令等に基づく整備
法令、閣議決定等に基づき
整備が必要なもの

国の行政機関等の移転及び機構
統廃合等に適用する。ただし、機
構統廃合による場合は主理由とし
て取り上げない。

－６－



①事業計画の必要性

－７－

２．事業効果等の確認・分析

１３３点≧１００点 事業計画の必要性を確認

□事業計画の必要性に関する評価指標の確認

※１）本事業の事業計画の必要性の評価において、「都市計画との関係」、「立地条件の不良」、「衛生条件の不良」及び「法令等」は評価に該当する
項目がないため、本表の記載から除いている。

※２）本事業は合同庁舎整備計画及び特定国有財産整備計画に基づくものであるので、それぞれに加点評価（１０点）を行っている。
※３）評価点合計は各入居官署の評価点をそれぞれの計画面積の比率による加重平均により算定しているため、各計画理由の評点の合計値と合致

しない。

計画理由
（※１）

老朽 狭あい
借用返

還
分散

施設の
不備

評価点
小計

合同
庁舎
計画

（※２）

特定国
有財産
整備計

画
（※２）

評価点
合計

各入居官署の項目毎の集計
（※３）

１０．２ ４．２ １．２ １．８ ９５．１ １１２．５ １０ １０ １３３



２．事業効果等の確認・分析

同等の性能を確保する代替案 事業案と代替案との比較（評価対象期間：５０年）
（単位：千円） （単位：千円）

事業案 約１０１億円＜代替案 約１１２億円

事業計画の合理性を確認

＝１００点

②事業計画の合理性

－８－

計
１．初期費用 5,661,948
２．維持修繕費 4,194,933
３．土地の占有に係る機会費用 659,542
４．法人税等 ▲ 461,892

計
１．初期費用 5,070,245
２．維持修繕費 5,463,355
３．土地の占有に係る機会費用 1,098,430
４．法人税等 ▲ 443,153

事業案

10,054,531

代替案

11,188,877

官署名称 建替（千円） 増築（千円） 賃借（千円）

滋賀行政評価事務所 316,499 292,552 275,730

自衛隊滋賀地方協力本部 435,666 418,547 346,093

大津地方検察庁 3,591,842 3,370,954 対象施設無し

大津地方法務局 2,581,634 2,464,577 対象施設無し

大阪入国管理局大津出張所 民借 民借 168,987

大津保護観察書所 673,934 589,982 対象施設無し

大津財務事務所 687,618 683,797 437,536

大津税務署 2,614,054 2,324,570 対象施設無し

近畿農政局大津地域センター 1,411,872 1,210,448 対象施設無し



③事業計画の効果
「事業計画の効果（Ｂ１及びＢ２）の発現状況を評価するための指標」に基づき評価を行う。

２．事業効果等の確認・分析

□事業計画の効果（Ｂ１及びＢ２ ）の発現状況をするための指標

１３３．１点 ≧１００点 事業計画の効果の発現状況を確認

１．１ ×１．０ ×１．１ ×１．０ ×１．０ ×１．０ ×１．０ ×１．０ ×１．１ ×１００ ＝１３３．１点

用地取得・
借用

災害防止・
環境保全

アクセスの
確保

都市計画・土地利用
計画等の整合性

建築物の
規模敷地形状

敷地の
規模

機能性
（基本性能）

社会性、環境保全性、
機能性及び耐用・保全性

－９－

：本事業における該当項目



－１０－

②地域色豊かな植栽
（県市の木・花を配置）

２．事業効果等の確認・分析

分類 評価項目 政策への取組 評価

社
会
性

地域性

①地域性のある材料の使用（大津壁・大津瓦）

②地域色豊かな植栽（県市の木・花を配置）

③オープンスペースの設置（正面玄関前ﾋﾟﾛﾃｨ・通路）

特に充実した取組（２つ以上） Ａ

充実した取組 （１つ該当） Ｂ

関連する計画等と整合している Ｃ

一般的な取組がなされていない Ｄ

施策に基づく付加機能 （Ｂ２）

①地域性のある材料の使用
（大津壁・大津瓦）

③ｵｰﾌﾟﾝｽﾍﾟｰｽの設置
（正面玄関前ﾋﾟﾛﾃｨ・通路）



②周辺の自然環境への配慮
（ﾎﾟｹｯﾄﾊﾟｰｸ）

２．事業効果等の確認・分析

分類 評価項目 政策への取組 評価

社
会
性

景観性
①周辺の都市環境への配慮（壁面緑化）

②周辺の自然環境への配慮（ﾎﾟｹｯﾄﾊﾟｰｸ）

特に充実した取組（２つ以上） Ａ

充実した取組 （１つ該当） Ｂ

関連する計画等と整合している Ｃ

一般的な取組がなされていない Ｄ

施策に基づく付加機能 （Ｂ２）

①周辺の都市環境への配慮
（壁面緑化）

－１１－



②緑化のための特別な対策
（屋上緑化）

２．事業効果等の確認・分析

分類 評価項目 政策への取組 評価

環
境
保
全
性

環境保全性

①特別な省ｴﾈ機器の導入（氷蓄熱）

②緑化のための特別な対策（壁面緑化）

③自然ｴﾈﾙｷﾞｰ利用のための特別な対策（太陽光発電）

④水資源の有効活用のための特別な対策（雨水利用設備）

特に充実した取組（４つ以上） Ａ

充実した取組 （２つ以上） Ｂ

省ｴﾈ型器具などの導入 Ｃ

一般的な取組がなされていない Ｄ

①特別な省エネ機器の導入
（氷蓄熱）

③自然ｴﾈﾙｷﾞｰ利用のための特別な対策
（太陽光発電）

④水資源の有効活用のための特別な対策
（雨水利用設備）

施策に基づく付加機能 （Ｂ２）

－１２－



①内装の木質化
（玄関ホール）

２．事業効果等の確認・分析

分類 評価項目 政策への取組 評価

環
境
保
全
性

木材利用促進 ①内装等の木質化（玄関ホール）

特に充実した取組（２つ以上） Ａ

充実した取組 （１つ該当） Ｂ

関連する計画等と整合している Ｃ

一般的な取組がなされていない Ｄ

施策に基づく付加機能 （Ｂ２）

－１３－



③段差のない車いす使用者用駐車場及
び誘導ブロックの設置

２．事業効果等の確認・分析

分類 評価項目 政策への取組 評価

機
能
性

ユニバーサル
デザイン

①玄関に加え窓口官署への入口を自動ドア化

②多機能トイレを各階に設置

③段差のない車いす使用者用駐車場及び誘導ブロックの設
置

「高度なバリアフリー化」を実施 Ａ

建築物移動等円滑化誘導基準を満たす Ｂ

法令規定に基づき整備されている Ｃ

法令規定に基づく整備がなされてない Ｄ

①玄関に加え窓口官署への入口を
自動ﾄﾞｱ化

（税務署・法務局）

②多機能トイレを各階に設置

施策に基づく付加機能 （Ｂ２）

－１４－



①浸水への特別な対応
（自家発電設備室・電気室の上階設置）

２．事業効果等の確認・分析

分類 評価項目 政策への取組 評価

機
能
性

防災性
①浸水への特別な対策（自家発室・電気室の上階設置）

②地震への特別な対策（免震装置）

特に防災に配慮した取組（２つ以上） Ａ

防災に配慮した取組 （１つ該当） Ｂ

防災に関する一般的な取組 Ｃ

防災に関する一般的な取組がなされて
いない

Ｄ

施策に基づく付加機能 （Ｂ２）

②地震への特別な対応
（免震装置）
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②可動間仕切りの活用（会議室）

２．事業効果等の確認・分析

分類 評価項目 政策への取組 評価

経
済
性

耐用・保全性
①将来の機器更新に配慮した設備スペースの確保

②可動間仕切りの活用

特に充実した取組（２つ以上） Ａ

充実した取組 （１つ該当） Ｂ

一般的な設計上の工夫が行われている Ｃ

一般的な取組がなされていない Ｄ

①将来の機器更新に配慮した設備ｽﾍﾟｰｽの確
保

施策に基づく付加機能 （Ｂ２）
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【今後の事後評価の必要性】

・事業の効果は十分に発現しており、今後の事後評価の必
要性はない。

【改善措置の必要性】

・事業の効果は十分に発現しており、改善措置の必要性はな
い。

【同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性】
・現時点で見直しの必要性はない。

３．対応方針(案）
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